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【研究の目的と内容】 

 我が国では人口減少や少子高齢化を前提として、利用が低迷傾向にある官民の公共空間

（一般に開放される公共性の高い空間）の利活用を目指した都市拠点の再編成が進められ

ている。利用者減少や行政の財政難による施設の老朽化や未利用化が進行する公共施設で

は、多くの自治体で立地適正化計画や公共施設再編計画など都市空間の再編（集約・縮小）

に向けた取り組みが積極的に実施されている。また、公共空間再編を検討する主体は、行政

のみならず民間にも広がり、民間が主体的に地域の実情に沿った公共空間をつくる事例も

増えている。このように、公共空間再編手法は多様化している。今後さらに、社会の変化に

対応可能な行政計画が求められる中で、公共空間再編手法にも柔軟な視点での検討が必要

であるといえるが、それには、多様な事例がある民間主導の再編手法の動向を捉えることが

必要だと考える。 

 そこで本研究では、民間商業空間（特に大型ショッピングセンター、以下 SC）の空きス

ペースにパブリックスペースを積極的に取り入れ、店舗区画を一般に開放する事例に着目

し、公共空間の創出方法および公共空間を取り入れた背景やプロセスを解明するとともに、

利用実態を明らかにすることで、地方都市における実効性ある公共空間再編の方法論のひと

つとしてまとめる。具体的な研究課題は以下３点とし、図１に研究計画・方法の概要を示す。 

研究課題①「公共空間化する商業施設」の全国先進事例の把握 

研究課題②「公共空間化する商業施設」の類型化および代表 6事例における成立要件の抽

出 

研究課題③「空き店舗区画更新型」の公共空間形成プロセスの解明と有効性の検証 
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図 1 研究フロー・調査方法 

 



【研究の成果（本研究によって得られた知見、成果、論文、学会発表、外部資金への応募見込

み等】 

得られた知見： 研究課題① ではデータベースを作成し SC の全国動向を捉えた。研究対象

は日本ショッピングセンター協会発行の『SC 白書 2020』の SC リストに掲載される 844 事

例とした（東京都と政令指定都市を除く）。結果として、各 SC ホームページを参照し地域

開放場所を有す事例 115 件（14％）を確認した（図 2）。地域開放場所の種類は休憩所やイ

ベントスペース以外にもキッチンスペースやコワーキングスペースなど多様化しており、

複数の地域開放場所を有し大手SCとの差別化を図るSCも出現していた(表１)。そのうち、

複数の地域開放場所を有する SC であり、レンタルスペースが特徴的な鹿児島県鹿児島市の

マルヤガーデンズ、イベントスペースが特徴的な長崎県佐世保市のさせぼ五番街、公共機能

が特徴的な香川県高松市の瓦町 FLAG および鳥取県米子市のホープタウンについては、地

域開放場所の詳細（空間構成・設えの特徴、運営状況等の特徴など）を比較考察し､類似点・

特異点を整理した。 

研究課題③ では、最も低コストで柔軟に地域状況に沿って対応できる「空き店舗区画更新

型」の事例として、鳥取県米子市に立地する大型 SC であるホープタウンを対象に、公共空

間形成プロセスを明らかにするとともに、社会実験的に公共空間化の向けた事業に参画し、

空間の維持に向けた課題点を探ることを目的としている。今年度は研究課題③の予備調査と

して、運営者ヒアリング、図面・模型化、利用者行動観察、利用者インタビューなど多角的な

調査を実施した。結果として、地域開放場所創

出の変遷や空間・設えの特徴、利用者属性、利

用実態、運営者の空間整備意図、地域開放場所

整備における今後の課題や展開などを把握す

ることができた。          
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図２ 全国の SC の傾向・調査対象の選定

方法 

 
表１  全国の SC における地域開放場所の種類(複数回答 n=115) 

 



なお、今年度は、本校本科生の卒業研究テーマとして設定し、研究を遂行した（別途資料添

付）。 

外部資金への応募状況：本研究テーマを基に、研究題目を「地方商業空間に生み出されるパ

ブリックスペースの地域拠点としての役割と発展性の解明」としてまとめなおし、令和 3 年

度科学研究費助成（若手研究）に応募し、採択された。また関連して、共同研究者の細田教

授は令和 3 年度科学研究費助成（基盤研究 C、研究題目：山間地域自治体での地域コミュニ

ティ維持に向けた公共公益施設の再編効果と課題の解明）に応募し、採択された（本研究代

表者の小椋は研究分担者として応募した）。 

学会発表・論文：今年度の研究成果と令和 3 年度の研究成果を合わせて、令和 3 年度建築

学会中国支部研究発表会にて発表を予定している。また、今年度の研究成果を踏まえて、令

和 3 年度からは専攻科生の特別研究（２年間）のテーマとしても設定し、継続して教育・研

究を進める予定である。その結果をまとめて、建築学会計画系論文集への論文投稿を予定し

ている（2024 年度投稿予定）。 


